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議案第３４号 

 

令和７年度美郷町簡易水道事業会計予算 

 

　（総則） 

第１条　令和７年度美郷町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数　　　　　　　　　　２，０９７戸 

（２）年間総給水量　　　　　　５４０，４５７㎥ 

（３）一日平均給水量　　　　　　　１，４８１㎥ 

（４）主な建設改良事業 

　　　　　配水管布設替工事　　２６，０９２千円 
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（収益的収入及び支出） 

第３条　収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中公営企業会計支援業務委託料、

決算会計事務サポート委託料７，２２２千円の財源に充てるため企業債７，１００千円を借り入れる。 

収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　出 

第１款　簡易水道事業収益　　２１２，４１３千円　　　第１款　簡易水道事業費用　　２１８，９５７千円 

第１項　営業収益　　　　　　７２，００１千円　　　　第１項　営業費用　　　　　２１３，２１２千円 

第２項　営業外収益　　　　１４０，４１１千円　　　　第２項　営業外費用　　　　　　４，７１２千円 

第３項　特別利益　　　　　　　　　　　１千円　　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　３３千円 

第４項　予備費　　　　　　　　１，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

４３，４６９千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，８８２千円、引継金１４，１０９

千円、過年度分損益勘定留保資金２７，４７８千円で補てんするものとする。） 

収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　出 

第１款　資本的収入　　　　　　３４，５２０千円　　　第１款　資本的支出　　　　　　７７，９８９千円 

第１項　県補助金　　　　　　１３，７５１千円　　　　第１項　建設改良費　　　　　３４，４５１千円 

第２項　出資金　　　　　　　２０，７６９千円　　　　第２項　企業債償還金　　　　４１，５３８千円 

第３項　予備費　　　　　　　　２，０００千円 
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（企業債） 

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

　　　 

 

 

 

 

 

 

 

（一時借入金） 

第６条　一時借入金の限度額は、６７，６２５千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

　　　（１）同一款内における金額の流用 

 

 

 

 

 起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

 

公 営 企 業 会 計

適用債

 

 

千円 

７，１００

証 書 借 入 又 は

証券発行

１０．０％以内（ただし、利

率見直し方式で借り入れる

政府資金及び地方公共団体

金融機関資金について、利率

の見直しを行った後におい

ては、当該見直し後の利率）

借入先の融資条件に

よる。ただし企業財

政その他の都合によ

り繰上償還又は低利

に借り換えることが

できる。
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を 

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

　　　（１）職員給与費　　　　　１０，２０６千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条　簡易水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６７，６２５千円である。 

 

 

令和７年３月５日提出 

 

美郷町長　田　中　秀　俊

6



予 算 に 関 す る 説 明 書
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（単位：千円）

1 ．簡易水道事業収益

1 . 営業収益

1 ．給水収益

2 ．その他営業収益

2 . 営業外収益

1 ．受取利息及び配当金

2 ．他会計補助金

3 ．他会計負担金

4 ．長期前受金戻入

5 ．雑収益

6 ．消費税及び地方消費税還付金

3 . 特別利益

1 ．その他特別利益

1

1

1

収 入

款 項 目

令和７年度　美郷町簡易水道事業会計予算実施計画

予定額

収益的収入及び支出

1

備考

212,413

72,001

72,000

1

140,411

1

67,625

71,177

1,606
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（単位：千円）

1 ．簡易水道事業費用

1 . 営業費用

1 ．原水及び浄水費

2 ．配水及び給水費

3 ．総係費

4 ．減価償却費

2 . 営業外費用

1 ．支払利息及び企業債取扱諸費

2 ．消費税及び地方消費税

3 . 特別損失

1 ．過年度損益修正損

4 . 予備費

1 ．予備費

33

213,212

66,728

14,589

予定額

1,000

1,000

款 項 目 備考

218,957

30,855

101,040

4,712

3,212

1,500

支 出

33
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（単位：千円）

1 ．資本的収入

1 . 県補助金

1 ．

2 . 出資金

1 ．出資金

（単位：千円）

1 ．資本的支出

1 . 建設改良費

1 ．建設改良費

2 . 企業債償還金

1 ．企業債償還金

3 . 予備費

1 ．予備費

2,000

2,000

予定額

34,520

13,751

13,751

20,769

20,769

77,989

34,451

41,538

予定額

34,451

41,538

款 項 目

県補助金

備考

支 出

資本的収入及び支出

備考

収 入

款 項 目
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（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は純損失） △ 1,425,000

　減価償却費 101,040,000

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 985,000

　賞与引当金及び法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 29,000

　長期前受金戻入額 △ 71,177,000

　受取利息及び受取配当金 △ 1,000

　支払利息及び企業債取扱諸費 3,212,000

　未収金の増減額（△は増加） △ 477,000

　未払金の増減額（△は減少） △ 33,035,027

　小計 △ 907,027

　利息及び配当金の受取額 1,000

　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 3,212,000

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,118,027

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 31,320,000

　国庫補助金等による収入 12,501,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 18,819,000

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 7,100,000

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 41,537,396

　他会計からの出資による収入 20,769,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,668,396

資金の増加額（又は減少額） △ 36,605,423

資金期首残高 98,963,094

資金期末残高 62,357,671

令和７年度　美郷町簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（単位：千円）

（単位：千円）

給与費明細書
１．総括

区 分

職員数 給与費

法定福利費 合 計特別職
(人)

一般職
(人）

報酬 給料 手当 計

本　年　度 0 1 0 4,463 4,277 8,740 1,466 10,206

前　年　度 0 1 0 4,296 4,893 9,189 1,642 10,831

比　較 0 0 0 167 △ 616 △ 449 △ 176 △ 625

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

扶 養 通 勤 住 居 期末勤勉

手 当 手 当

420

区 分

0 600

時 間 外 管 理 職 児 童

本年度 534 155 0 2,727 261

比較 96 35 0 △ 930 3 0 180

前年度 438 120 0 3,657 258 0

手当

の内訳
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（単位：千円）２．給料及び手当の増減額の明細

区　 分 増  減  額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給 料 167 給与改定に伴う増減分 -

昇給に伴う増加分 - 平均昇給率　0.30％

１０月 人

職員数 ７月 人 １月 人

（昇級期） （職員数） （昇級期） （職員数）

　 昇級期別 ４月 人

その他の増減分 167

職員の異動に伴う増減分

職員の異動状況

　現に在職する職員数

　本年度　1人　　　前年度　0　人

　　分

手 当 △ 616 制度改正に伴う増減分 -

　期末勤勉手当 △ 930 100 100 100

期末勤勉手当の支給率

　通勤手当 35 本
年
度

支給期 ６月 12月 計

　住居手当 0

　扶養手当 96

3 前
年
度

支給期 ６月 12月 計

100

支給率
230.0 230.0 460.0

0

　管理職手当 0
支給率

225.0 235.0 460.0
　児童手当 180 100 100

その他の増減分 △ 616 その他の増減

　時間外手当

13



３．給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たり給与
区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 事 務 , 技 術 職 給 料 表 技能労務職給料表

令和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平　均　給　料　月　額　　（円） ３６７,６００円 -
平　均　給　与　月　額　　（円） ４１５,５００円 -
平　　 均 　　年 　　齢     （歳） 46歳 -

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平　均　給　料　月　額　　（円） ３５２,７００円 -
平　均　給　与　月　額　　（円） ３９９,２００円 -
平　　 均 　　年 　　齢     （歳） 44歳 -

　（２）　初任給

区　　　　　分 事務,技術職　（円） 技能労務職（円） 一 般 会 計 の 制 度
一般行    政    職    （円） 技能労務職（円）

高 　 校　  卒 188,000 - 188,000 -
大  　学　  卒 220,000 - 220,000 -
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（単位：人、％）　（３）　級別職員数
区　　　　　　　　　分 事務・技術職 技能労務職

令和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在

級 職員数（人) 構成比（％） 級 職員数

２級 0 0.0 ２級 -

６級 0 0.0 ６級 -

-

構成比
１級 0 0.0 １級 - -

４級 1 100.0 ４級 - -
３級 0 0.0 ３級 - -

-
５級 0 0.0 ５級 - -

計 1 100.0 計 - -
７級 0 0.0 ７級 - -

区　　　　　　　　　分 事務・技術職 事務・技術職

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

２級 0 0.0 ２級 - -
１級 0 0.0 １級 - -

４級 1 100.0 ４級 - -
３級 0 0.0 ３級 - -

６級 0 0.0 ６級 - -
５級 0 0.0 ５級 - -

計 1 100.0 計 - -
７級 0 0.0 ７級 - -

　（級別の基準となる職務）
区　　分 １　　　級 2　　　級 3　　　級 ４　　　級 ５　　　級 ６　　　級

困難な業務を行う
課長、事務局長

等
行政職

主事
技師

主任主事
主任技師

主査
課長補佐

主幹

課長
事務局長

室長
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（単位：人、％）　（４）　昇給

区 分 合計 事務・技術職 技能労務職

本

年

度

職 員 数 （Ａ） 1 1 0
昇 級 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 1 1

号 給 数 別 内 訳

2号給 0 0 0
4号給 1 1 0
6号給 0 0 0
8号給

0

0
昇 級 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 1 1 0

比 率 （B)／（A） 100 100 0
職 員 数 （Ａ） 1 1

0 0 0
4号給 1 1 0
6号給

0 0 0

比 率 （B)／（A） 100 100 0

前

年

度
0 0 0

8号給 0 0 0

号 給 数 別 内 訳

2号給
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（単位：月分）　（５）　期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
制度上の段階、職務
の級等による加算措置

備考
６ 月 １ ２ 月

本 年 度 2.30 2.30 4.60 有

4.60 有

前 年 度 2.25 2.35 4.60 有

一般会計の制度 2.30 2.30

　（６）　その他の手当

区 分 一般会計の制度と異同 差異の内容

扶 養 手 当 同 一

通 勤 手 当 同 一

管 理 職 手 当 同 一

住 居 手 当 同 一
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（単位：円）

資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産

　（１）有形固定資産

　　イ．土地 1,361,240

　　ロ．建物 24,474,343

　　　　建物減価償却累計額 △ 3,303,000 21,171,343

　　ハ．構築物 1,805,634,834

　　　　構築物減価償却累計額 △ 166,234,000 1,639,400,834

　　ニ．機械及び装置 191,680,130

　　　　機械及び装置減価償却累計額 △ 42,505,000 149,175,130

　　ホ．車両運搬具 908,001

　　　　車両運搬具減価償却累計額 △ 510,000 398,001

　　ヘ．工具、器具及び備品 339,102

　　　　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 189,000 150,102

　　ト．建設仮勘定 67,148,000

　有形固定資産合計 1,878,804,650

固　定　資　産　合　計 1,878,804,650

２．流　動　資　産

　（１）現金預金 62,357,671

　（２）未収金 6,094,725

　　　　未収金貸倒引当金 △ 2,030,000 4,064,725

流　動　資　産　合　計 66,422,396

資　産　合　計 1,945,227,046

負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債

　（１）企業債 373,498,623

固　定　負　債　合　計 373,498,623

４．流　動　負　債

　（１）企業債 42,767,037

　（２）未払金 9,500,000

　（３）引当金

　　イ．賞与引当金 690,000

　　ロ．法定福利引当金 131,000

821,000

流　動　負　債　合　計 53,088,037

５．繰　延　収　益

　（１）長期前受金 1,432,544,173

　（２）長期前受金収益化累計額 △ 150,418,000

繰　延　収　益　合　計 1,282,126,173

負　債　合　計 1,708,712,833

  令和７年度　美郷町簡易水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和８年３月３１日）
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資　　本　　の　　部

６．資　本　金 226,775,238

７．剰　余　金

　（１）資本剰余金

　　イ．他会計補助金 1,302,310

　　ロ．受贈財産評価額 58,930

　資本剰余金合計 1,361,240

　（２）利益剰余金

　　イ．当年度未処分利益剰余金 8,377,735

　利益剰余金合計 8,377,735

剰　余　金　合　計 9,738,975

資　本　合　計 236,514,213

負　債　資　本　合　計 1,945,227,046
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令和７年度 注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 20年～60年

構築物　 10年～60年

機械及び装置　 10年～25年

車両運搬具　 ５年

工具、器具及び備品　２年～10年

  ２．引当金の計上基準

    （１）貸倒引当金

            債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

    （２）退職給付引当金

            職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上

していない。

    （３）賞与引当金及び法定福利費引当金

            職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

  ４．その他の注記

    （１）賞与引当金の取崩額

            当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給する為、賞与引当金６９０千円を使用する。

    （２）法定福利費引当金の取崩額

            当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、

法定福利費１３１千円を使用する。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

含む)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は４１６，２６５千円である。
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（単位：円）

１．営　業　収　益

　（１）給水収益 63,636,000

　（２）その他営業収益 1,000 63,637,000

２．営　業　費　用

　（１）原水及び浄水費 50,886,365

　（２）配水及び給水費 13,034,000

　（３）総係費 20,740,900

　（４）減価償却費 111,701,000 196,362,265

営　業　損　失 132,725,265

３．営　業　外　収　益

　（１）受取利息及び配当金 1,000

　（２）他会計補助金 65,800,000

　（３）他会計負担金 1,729,000

　（４）長期前受金戻入 79,241,000

　（５）雑収益 2,000 146,773,000

４．営　業　外　費　用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 3,473,000 3,473,000 143,300,000

経　常　利　益 10,574,735

５．特　別　利　益

　（１）その他特別利益 1,000 1,000

６．特　別　損　失

　（１）過年度損益修正損 28,000

　（２）その他特別損失 745,000 773,000 △ 772,000

当　年　度　純　利　益 9,802,735

当年度未処分利益剰余金 9,802,735

  令和６年度　美郷町簡易水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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（単位：円）

資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産

　（１）有形固定資産

　　イ．土地 1,361,240

　　ロ．建物 24,474,343

　　　　建物減価償却累計額 △ 1,695,000 22,779,343

　　ハ．構築物 1,805,634,834

　　　　構築物減価償却累計額 △ 85,667,000 1,719,967,834

　　ニ．機械及び装置 191,680,130

　　　　機械及び装置減価償却累計額 △ 23,933,000 167,747,130

　　ホ．車両運搬具 908,001

　　　　車両運搬具減価償却累計額 △ 255,000 653,001

　　ヘ．工具、器具及び備品 339,102

　　　　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 151,000 188,102

　　ト．建設仮勘定 35,828,000

　有形固定資産合計 1,948,524,650

固　定　資　産　合　計 1,948,524,650

２．流　動　資　産

　（１）現金預金 98,963,094

　（２）未収金 5,617,725

　　　　未収金貸倒引当金 △ 1,045,000 4,572,725

流　動　資　産　合　計 103,535,819

資　産　合　計 2,052,060,469

負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債

　（１）企業債 409,165,660

固　定　負　債　合　計 409,165,660

４．流　動　負　債

　（１）企業債 41,537,396

　（２）未払金 42,535,027

　（３）引当金

　　イ．賞与引当金 683,000

　　ロ．法定福利引当金 167,000

　　引当金合計 850,000

流　動　負　債　合　計 84,922,423

５．繰　延　収　益

　（１）長期前受金 1,420,043,173

　（２）長期前受金収益化累計額 △ 79,241,000

繰　延　収　益　合　計 1,340,802,173

負　債　合　計 1,834,890,256

  令和６年度　美郷町簡易水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和７年３月３１日）
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資　　本　　の　　部

６．資　本　金 206,006,238

７．剰　余　金

　（１）資本剰余金

　　イ．他会計補助金 1,302,310

　　ロ．受贈財産評価額 58,930

　資本剰余金合計 1,361,240

　（２）利益剰余金

　　イ．当年度未処分利益剰余金 9,802,735

　利益剰余金合計 9,802,735

剰　余　金　合　計 11,163,975

資　本　合　計 217,170,213

負　債　資　本　合　計 2,052,060,469
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令和６年度 注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 20年～60年

構築物　 10年～60年

機械及び装置　 10年～25年

車両運搬具　 ５年

工具、器具及び備品　２年～10年

  ２．引当金の計上基準

    （１）貸倒引当金

            債権の不能欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

    （２）退職給付引当金

            職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上

していない。

    （３）賞与引当金及び法定福利費引当金

            職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

含む)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は４５０，７０３千円である。
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予 算 参 考 書
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（収　入） （単位：千円）

簡易水道使用料

雑収益

預金利息

他会計補助金

他会計負担金

長期前受金国庫補助金戻入

長期前受金県補助金戻入

長期前受金他会計補助金戻入

長期前受金他会計負担金戻入

長期前受金受贈財産評価額戻入

その他長期前受金戻入

雑収益

消費税及び地方消費税還付金

消費税及び地方消費税還付金（前年度分）

2.営業外収益

45,193

6.消費税及び地方消
費税還付金

1 1 0

消費税及び地方消費
税還付金

1 1

1

1.その他特別利益 1 1 0

その他特別利益 1

3.特別利益 1 1 0

5.雑収益 1 1 0

その他雑収益 1 1

4.長期前受金戻入 71,177 79,241 △ 8,064

長期前受金国庫補助
金戻入

7,751

その他長期前受金戻
入

23

長期前受金他会計負
担金戻入

36

長期前受金受贈財産
評価額戻入

45,193

2.他会計補助金 67,625 65,800 1,825

他会計補助金 67,625 67,625

1.受取利息及び配当金 1 1 0

預金利息 1 1

72,000

2.その他営業収益 1 1 0

雑収益 1 1

1.給水収益 72,000 72,000 0

給水収益 72,000

1.簡易水道事業収益 212,413 218,775 △ 6,362

1.営業収益 72,001 72,001 0

140,411 146,773 △ 6,362

3.他会計負担金

令和７年度　美郷町簡易水道事業会計予算実施計画明細書
収益的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説明
区分 金額

1,606 1,729 △ 123

他会計負担金 1,606 1,606

7,751

長期前受金県補助金
戻入

33 33

長期前受金他会計補
助金戻入

18,141 18,141

23

36

26



（支　出） （単位：千円）

施設消耗品費

水道施設電気料

通信運搬費

水道施設毎日点検業務

浄水場等電気保安業務

水道施設機器保守点検業務

膜ろ過洗浄・機器保守点検業務

浄水場ろ過砂洗浄業務

浄水場配水タンク等清掃業務

前処理機・荒ろ過砂洗浄業務

簡易水道水質検査

水道管理道整備重機使用料

水道用地敷地賃借料

水道施設修繕費

備消品費

水道メーター検針委託料

メーター取替委託料

漏水調査業務委託料

水道施設突発漏水等修繕

原材料費（メーター等）

給料（1人)

扶養手当

時間外手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

共済費

53

12

賃借料 65

3,300

155

600

4,463

賞与引当金繰入額 821

550

16,626

修繕費 2,000 2,000

手数料 16,626

113

1,100

委託料

備消品費 1,562

8,101

3,449

1.原水及び浄水費 66,728 61,130 5,598

213,212

30,855 22,169 8,686

給料

9,426

4,500 4,500

690

131

法定福利費 1,335 1,335

4,463

手当 3,587 534

261

914

3.総係費

備消品費

1,562

光熱水費 4,260 4,260

通信運搬費 1,020 1,020

委託料 41,195 20,702

4,732

264

647

1,123

550

113

7,776

修繕費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

209,336 3,876

金額

1.簡易水道事業費用 218,957 216,868 2,089

1.営業費用

2.配水及び給水費 14,589 14,336

説明
区分

253

材料費 550
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普通旅費

メーター検針ロール紙

庁用車燃料費

納付書・封筒印刷

公営企業会計システム保守

水道システム保守

公営企業会計支援業務委託

管路台帳システム保守

経営戦略策定支援業務委託

決算会計事務サポート業務

水道従事者検便検査

窓口納入手数料

水道使用料口座振替手数料

郵便局口座振替手数料

水道システム機器更改リース料

公営企業会計システム使用料

データセンター利用料

公用車修繕費

地域振興対策協議会負担金

貸倒引当金繰入額

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

簡易水道事業債償還利子

消費税及び地方消費税

過誤納付還付金

0

3.特別損失

33

3,212

2.消費税及び地方消
費税

1,500 1,000 500

消費税及び地方消費
税

1,500 1,500

2.営業外費用 4,712 4,457 255

1.支払利息及び企業
債取扱諸費

3,212 3,457

33

180

154修繕費 154

負担金 15 15

賃借料 2,545

195

印刷製本費 499 499

4.予備費 1,000 1,000

2.その他特別損失 0 2,045 △ 2,045

その他特別損失 0

企業債利息 3,212

2,075 △ 2,042

1.過年度損益修正損 33 30 3

過年度損益修正損 33

4.減価償却費 101,040 111,701 △ 10,661

有形固定資産減価償
却費

101,040

△ 245

旅費 27

備消品費 119

燃料費 195

委託料 15,659

手数料 451

80,567

18,572

38

27

119

508

1,975

2,195

5,027

985

13

144

54

240

255

1,765

1,608

550

5,404

600

貸倒引当金繰入額 985

工具、器具及び備品減価償却費
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予備費 1,000

0

予備費 1,000

1.予備費 1,000 1,000
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（収　入） （単位：千円）

電源立地地域対策交付金事業補助金

出資金

（支　出） （単位：千円）

神門地区又江の原配水管布設替工事

上野原浄水場浄水濁度計更新工事

和田地区配水管新設工事

資産予定工事

資産・水道管工事（突発）

簡易水道事業債償還元金

予備費

26,092

4,103

1,100

839

4,245

△ 1,581

122

1,650

2.企業債償還金 41,538 44,944 △ 3,406

1.企業債償還金 41,538 44,944 △ 3,406

建設改良等企業債償
還金

41,538 41,538

34,451

1.建設改良費 34,451 30,206

1.出資金

20,769 22,472 △ 1,703

県補助金 13,751

0

30,206 4,245

20,769

2,000

1.予備費 2,000 2,000 0

予備費 2,000

20,769

22,472 △ 1,703

出資金 20,769

工事請負費 34,451

1.資本的支出 77,989 77,150

3.予備費 2,000 2,000

1.建設改良費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説明
区分 金額

2.出資金

13,751

1.資本的収入

資本的収入及び支出

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説明
区分 金額

1.県補助金 13,751 13,629 122

34,520 36,101

13,751 13,6291.県補助金

1,506
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